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「流水の正常な機能の維持」の虚構

１ ダムの規模を大きくするための増量剤

「流水の正常な機能の維持」（不特定利水容量）とは、渇水時に河川の流量が

正常流量を下回った場合に、ダムから補給するためのものであるが、その目的

には緊急性がなく、ダムの規模を大きくするための増量剤になっている。

下表のとおり、「流水の正常な機能の維持」の容量が有効貯水容量に占める割合が大

きいダムが少なからずある。

設楽ダムでは有効貯水容量 9,200 万㎥のうち、6,000 万㎥が「流水の正常な機能の維

持」の容量であり、約 2/3 を占めている。五ケ山ダムの場合、有効貯水容量 3,970 万㎥

の約 3/4 を占めている。緊急性が乏しい「流水の正常な機能の維持」がダムの貯水容量

の大半を占めているのであるから、異様なダム計画である。

本来の目的だけではダムの容量を大きくできないので、ダム規模の増量剤として、「流

水の正常な機能の維持」を加えてダムの容量を引き上げている。

　「流水の正常な機能の維持」の容量

ダム名 事業者

サンルダム 北海道開発局 1,500万㎥／5,020万㎥ 30%

平取ダム 北海道開発局 910万㎥／4,450万㎥ 20%

成瀬ダム 東北地方整備局 2,650万㎥／7,520万㎥ 35%

思川開発（南摩ダム） 水資源機構 2,825万㎥／5,000万㎥ 57%

設楽ダム 中部地方整備局 6,000万㎥／9,200万㎥ 65%

当別ダム 北海道 2,540万㎥／6,650万㎥ 38%

五ケ山ダム 福岡県 2,910万㎥／3,970万㎥ 73%

伊良原ダム 福岡県 1,100万㎥／2,750万㎥ 40%

〔注〕「流水の正常な機能の維持」の貯水容量は「渇水対策容量」を含めた数字を示す。

「流水の正常な機能の維持」の貯水容量
／有効貯水容量

２ 「正常流量」というまやかし

各水系の正常流量は河川整備基本方針と河川整備計画で設定されているが、その値を

下回っても、問題が生じることはなく、努力目標程度のものに過ぎない。

その正常流量を渇水時も確保しなければならないとして、ダム計画に「流水の正常な

４
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機能の維持」の容量が確保される。

平取ダム計画がある沙流川の場合

下図のとおり、渇水時において沙流川・平取地点の流量が正常流量 11㎥/秒を下回る

ことがあるので、平取ダムと二風谷ダムからの補給が必要とされている。

しかし、渇水時の流量が正常流量を下回ったからといって、実際の被害がど

れほどあるのだろうか？

平取地点の正常流量 11 ㎥/秒の根拠

サケ、サクラマスの遡上等に必要な流量 10.9 ｍ3／秒

（平取地点下流の水利使用 0.46ｍ3／秒）

11 ㎥/秒のほとんどは、サケ・サクラマスの遡上等のために必要となっている

が、実際にはサケ・サクラマスは流量の減少にも対応して生息しているのであ

って、ダムを造るための口実に過ぎない。

３ ダム検証における茶番劇：現実性ゼロの代替案との比較

「流水の正常な機能の維持」は上述のとおり、本来の必要性が乏しいものであるが、

そのために必要な水量が大きいので、それを確保する代替策はいずれも非現実的なもの

になる。

海水の淡水化や地下水の採取まで対策案として検討されている。河川の流量が少ない

からといって、海水の淡水化まで行って河川に補給するようなことは現実にありえない。

地下水の採取も同様である、河川の流量補給対策として、現実性ゼロの対策を並べて、

それとの比較でダム案が選択されており、茶番劇というべき検証が行われてきている。
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５　ダムの堆砂問題

多くのダムは堆砂の見込みが過小であるので、ダムの機能は計画よりも短い期間で

低下していく。

二風谷ダム：完成後 13年で計画堆砂量に近い堆砂量になっている。

八ッ場ダム：近隣ダムの堆砂実績を八ッ場ダムに当てはめると、計画の 3.5 倍の速度

で堆砂が進行する。約 50年間で八ッ場ダムの夏期利水容量は半分になり、利水機能は

半減する。

（リザバー2007.12 末次忠司ほか「堆砂特性と測量調査」より）

ダムの堆砂の進み方

実際に堆砂は貯水池上流側の浅

い方にも堆積していくので、ダムの機

能低下はもっと早く進行する。

貯水池上流側の堆砂の進行は、流

入河川の河床を上昇させ、氾濫常習

地帯をつくり出すことがある。
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６　ダムの洪水調節便益計算の虚構

八ッ場ダムの場合 

洪水調節便益だけで

はなく、流水の正常な機

能維持の便益も虚構の

計算が行われているが、

ここでは前者について

述べる。

１ 洪水調節便益の計算

① 流量規模別の氾濫被害額の計算（八ッ場ダムがない場合とある場合）

【表１】洪水調節便益計算による利根川・江戸川の想定氾濫被害額（億円）

（計算対象８洪水の平均）

② 年平均氾濫被害額の計算（【表１】から計算）

【表２】洪水調節便益計算による利根川・江戸川の年平均氾濫被害額（億円）

③ 八ッ場ダムの洪水調節便益の計算

【表２】の八ッ場ダムがない場合とある場合の差から、所定の手順により、八ッ場ダム

の洪水調節便益を求める。  → 21,925 億円

【表２】では、1/50 規模洪水までを考えても、年平均で毎年 4,820 億円（八ッ場ダ

ムがない場合）の洪水被害が生じることになっている。

２ 実際の被害額

利根川・江戸川本川の破堤は、過去 60 年間なく、実際の被害額はゼロ

八ッ場ダムの洪水調節便益の計算で対象とした利根川および江戸川の本川では昭和

24(1949）年のキティ台風時に江戸川下流部が破堤したのを最後に、その後は最近 60年

間、破堤は全く起きていないので、実際の被害額はゼロである。

国土交通省の水害統計（支川の氾濫、内水氾濫、土石流等を含む）の数字でも、利根

川の過去 50年間の水害被害は累計で 8,758 億円（平成 17年価格換算）であり、年平均

でみると 175 億円である。

八ッ場ダムの費用便益比（平成 23年の計算）

Ⅰ 便益 ①洪水調節便益 21,925 億円

②流水の正常な機能維持の便益 139 億円

③残存価値   100 億円

  計  22,163 億円

Ⅱ 費用 ①建設費 3,417 億円

②維持管理費 86億円

 計  3,504 億円

Ⅲ 費用便益比(Ⅰ／Ⅱ) 6.3

流量規模 1/3 1/5 1/10 1/30 1/50 1/100 1/200

八ッ場ダムがない場合 0 7,516 16,199 45,632 115,177 278,508 463,483

八ッ場ダムがある場合 0 6,464 15,082 36,925 96,435 215,972 426,989

想定する最大流
量規模

1/5洪水
まで想定

1/10洪水
まで想定

1/30洪水
まで想定

1/50洪水
まで想定

1/100洪水
まで想定

1/200洪水
まで想定

八ッ場ダムがない
場合

501 1,687 3,748 4,820 6,788 8,643

八ッ場ダムがある
場合

431 1,508 3,242 4,131 5,693 7,300
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７　ダム見直しの経過

１ 2009 年の政権交代後のダム見直しの経過 後退に次ぐ後退

2009年 9月 17日 前原誠司国交大臣は、川辺川ダムと八ッ場ダムの中止とともに、

全国の事業中・計画中の 143 ダムの見直しを明言した。

 しかし、その後、ダム見直しの姿勢は次第に後退していった。

2009 年 11 月 20 日 ダム検証の手順と基準を審議する「今後の治水対策のあり方

に関する有識者会議」を発表

 河川官僚の意向による人選となってダム懐疑派の専門家は排除され、その

後の暗転がこの時点で予想されることになった。

この有識者会議は一般には非公開で行われてきている。会議を公開するよう

に、再三再四、要請書を提出し、国会の質疑でも求められたが、頑強に非公開

を維持しており、時代錯誤も甚だしい。

2009 年 12月 25 日 ダム事業の検証に関する国交大臣の方針

検証対象ダムが大幅に減少し、55事業が対象外へ。

①11月までにダム本体工事の契約を行っているダム事業と、

②既存施設の機能増強を目的としたダム事業は対象外へ

これにより、当別ダム、辰巳ダム、湯西川ダム、天ケ瀬ダム再開発などは事業

推進となった。

2010 年 3月 26 日 平成 22 年度予算配分に関する国交大臣の方針

 本体工事駆け込み契約の補助ダムを容認。2009 年 12 月以降に本体工事の契約

を行う予定の補助ダムの扱いは保留になっていたが、その駆け込み契約を容認。

これにより、新内海ダム、浅川ダム、路木ダムなど5事業が検証対象外になった。

2010 年 9月 27 日 「今後の治水対策のあり方に関する有識者会議」が中間取りま

とめ（ダム検証のシステムと手順）を発表

2010 年 9月 28 日 国交大臣が「ダム事業の検証」を各地方整備局等と水資源機構

に対して指示、道府県知事に対して要請。各ダム事業者に送付されたダム検証の

実施要領細目は、「中間取りまとめ」に基づいて作成されたものであるが、その

前文にある「『できるだけダムにたよらない治水』への政策転換を進めるとの考

えに基づき」という肝心の検証の目的は落とされていた。

２ ダム検証のシステムと手順の問題点（別紙参照）

３ ダム検証のフロー

ダム事業者の検証

↓

ダム関連資料 ダム検証
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検証結果を国交省に報告

↓

国交省の「今後の治水対策のあり方に関する有識者会議」で審査

 ↓

国交大臣が当該ダムの対応方針を決定

有識者会議は形式的な審査をするだけで、各ダム事業者の検証報告をほぼそのま

ま容認（例外．石木ダム、最上小国川ダムは付帯意見が付いた。）

４ ダム検証の途中経過

ダムの検証状況 （2012 年 11 月 12 日現在）

検証対象 

ダム

検証終了ダム 検証中の

ダム推進 中止

直轄ダム・水資源機構ダム 32 4 3 25

道府県ダム（補助ダム） 53 23 12 18

計 85 27 15 43

(検証終了ダム：国交省の対応方針が出たダム）

以上述べたお手盛りのダム検証により、事業推進のお墨付きを得たダムが続出す

るようになった。水源連関係でも八ッ場ダム、足羽川ダム、サンルダム、五ケ山ダ

ム、最上小国川ダム、厚幌ダム、安威川ダム、内ヶ谷ダム、石木ダムなどが事業推

進となった。

検証終了の 42ダムのうち、15ダムが中止になっているが、その大半は最近は年

間予算がゼロか数千万円以下のダムであって推進の意思が明瞭ではなく、ダム検証

を機会に中止を決定したものである。まともにダム検証を行って、中止になったの

は滋賀県の北川ダムなど、一部のダムだけである。

５ 今後の見通し

現在、残りの 43ダムについても急ピッチで検証が進められている。ダム事業者

が推進の意思を持っていれば、推進の結果が得られる検証のシステムと手順である

から、ダム推進という検証結果が続々と出てくるに違いない。

2009 年の政権交代によってダム事業の全面見直しがされるはずであったが、実

際には虚構のダム検証によって、反対運動が進められているダムのほとんどは、ダ

ム検証でゴーサインを得て、大手を振って闊歩する状況を呈している。

この状況をダム見直しの方向に反転させる運動を何としても展開していかなけ

ればならない。
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８　ダム検証のシステムと手順の問題点 

１ ダム検証のシステムの問題

（１） ダム事業者自らの検証で真のダムの見直しはできない

検証主体は地方整備局等、水資源機構、都道府県であって、いずれもダム事業者であり、

今までダム事業を推進してきた立場にある。そのダム事業者にダム見直しの作業を委ねて、

どうしてダムの是非についての客観的・科学的な検証が行えるというのか。客観的・科学的

な検証を行うためにはその検証作業を第三者機関の手に委ねなければならないのは自明のこ

とである。ダム事業者自らが検証を行うことによって、その思惑通りにダム推進の方針があ

るダムは推進が妥当という結論が出されてきている。

（２）「関係地方公共団体からなる検討の場」はダム推進大合唱の場

検証主体は「関係地方公共団体からなる検討の場」を設置し、地方公共団体の意見を聴き

ながら、検証を進めることになっている。しかし、現在の地方公共団体のほとんどはダム推

進の立場にあるから、「検討の場」はダム推進を求める意見が強く出され、いわばダム推進大

合唱の場になる。実際にほとんどのダム検証では「検討の場」がそのような様相を呈し、ダ

ム推進を目論む検証主体にとって応援団を得たようなものであった。ダム検証を推進に導く

ための仕組みの一つになった。

（３） ダム事業の見直しを求める市民は検証作業から排除

ダムの検証作業においてダム事業の見直しを求める市民ができることは、パブリックコメ

ントに意見を提出し、公聴会で意見を述べることだけである。何れも意見をききおくだけで

あって、検証の結果への反映はゼロであったと言っても過言ではない。市民の意見もきいた

というアリバイ作りのためのパブコメや公聴会であった。かくて、ダム事業の見直しを求め

る市民は検証作業から排除されたのである。

２ ダム検証の手順の問題（八ッ場ダムを例にとって）

（１）利水についての検証の虚構

１）利水予定者の水需給計画をそのまま容認

東京都をはじめとする利水予定者は、現実と乖離した水需給計画によって本来は不要な水

量を八ッ場ダムに求めており、利水の検証では何よりもまず、各利水予定者の水需給計画を

きびしく審査しなければならない。ところが、今回の検証では関東地方整備局は利水予定者

の水需給計画をそのまま容認した。
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